
平成２８年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について

③取組の
課題

利用者から特定の商品のみの利用券だ
と思っていたという声があったため、
介護用品対象品について案内と周知を
していく。

④今後の
改善計画

本事業の必要性がある方に利用しても
らうため、介護用品対象品の説明も含
め事業の案内をしていく。

①今年度
(H28)の
改善計画

②今年度
(H28)に
実施した

取組

アンケート結果を取りまとめ、支給対
象をなる介護用品の定義を明確にし、
利用者及び指定介護用品販売事業所に
対し周知する。

支給対象となる介護用品の定義を明確
にし、利用券支給時に具体例を挙げて
利用者及び指定介護用品販売事業所に
対し周知できるよう介護用品対象品リ
ストを作成した。

Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

非課税世帯の経済的及び精神的負担の軽減ができた

Ａ　必要性が高まると
考えられる

Ａ　市が担うべき

有効性

0.10

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

平成2８年度

691,000 753,000 686,500

0.10

2,904,107

目的に対する現状（客観的事実・データに
基づく現在の状況や取組状況）

2,962,066 3,570,272 3,590,607

電話や窓口にてサービスが必要な人へ
事業の案内をした。平成2６年度 平成2７年度

2,271,066 2,817,272

0.10

円 →→2,843,830 利用券使用金額2,250,550 2,791,300

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

受給者人数 45 54 55 人 →→ 受給者人数

名　　称 平成2６年度 平成2７年度 平成2８年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

65歳以上で要介護３以上の
高齢者を在宅で介護する非
課税世帯の家族

意図
事業
目的

01

対象

市内の指定事業所で利用できる介護用品の利用券を支給する。

平成１３年度の規則制定当初は対象高齢者は要介護４以上であったが、平成２０年度から要介
護３以上に対象高齢者を拡大している。事業費は、地域支援事業交付金として交付される。

市内の指定事業所で利用できる介護用品の利用券を支給し、
経済的負担を軽減する。

主管課長 菊池　義博高齢者や障害者がいきいき暮らせる社会づくり

会計 小事大事

08

目項

03 03 02 02

利用券使用金額

事業名

政　策
施　策

04

4-2

在宅高齢者家族介護用品支給事業

４節　誰もが充実した生涯をおくることのできる流山（市民福祉の充実） 主管課 介護支援課

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

⑤

⑥

指標

①

②

人役・嘱託(人)

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)

③

④


